












　　A nursing care business is an enterprise which supports both the physical and social 
lives of elderly people. Because of the special character that such an enterprise has, nurs-
ing care businesses are asked to adhere to higher business ethics than other enterprises. 
However, recently there seems to be no end to the number of entrepreneurs who wrongly 
claim fees, which are public expenses, and receive unjust profits.
　　This study considers business ethics in the nursing care market through the actual sit-
uation of COMSN, a major care entrepreneur found to have wrongly claimed fees. A nurs-
ing care entrepreneur is asked to obey a code of ethics which recognizes its role in society 
and the social responsibility that such businesses bear, to build a corporate culture by 
which all business is performed ethically and is respectful to the client's human rights, as 
well as to strengthen efforts to improve the quality of the service provided.






Business Ethics in the Nursing Care Market:























































































定取消処分を受けた 313事業所に対する返還請求金額は 2000年度から 2004年度の合計






2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度
返還を求められた事業所数（か所） 1,100 2,900 4,197 4,113 －
罰金等の加算額を含めた返還請求額（万円） 32億 1,000 62億 4,500 81億 300 45億 200 81億 7,833



















サ ー ビ ス 不正の内容 具 体 例












































れる。介護保険がスタートした 2000年 4月に 12万 9,000だった事業所が 2007年 4月




















訪 問 看 護 人員基準違反 ○管理者や看護師を基準数配置せず
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事業所数 施 設 数
指定取消等処分が行われたケース  42 （1）  257 （1）  398 （2）  23 
不正請求や指定基準違反により指定取消等処
分が行われたケース
 42 （1）  243 （1）  379 （2）  22 
実態がなく指定取消等処分が行われたケース  7  14  19  1 
指定取消等を前提に聴聞通知書を発出後 ､廃止届が提
出されたケース
 12  23  35  2 
その他、指定取消等に相当する事例として公表した
ケース
 1  1  1  0 






















営利法人 NPO法人 医療法人 社会福祉
法　　人
その他
訪問介護  139  15  6  1  161 
訪問入浴介護  4  1  5 
訪問看護  10  4  2  16 
訪問リハビリテーション  2  2  4 
居宅療養管理指導  5  4  9 
通所介護  28 （2）  5  1  4  38 （2）
通所リハビリテーション  7  3  4  14 
短期入所生活介護  3  3 
短期入所療養介護  6  4  10 
特定施設入所者生活介護  3  1  4 
福祉用具貸与  19  19 
特定福祉用具販売  0 
居宅介護支援  86  18  10  14  1  129 
介護老人福祉施設  0 
介護老人保健施設  2  2 
介護療養型医療施設  18  5  23 
認知症対応型共同生活介護   3  14 
介護予防訪問介護  6  1  7 
介護予防通所介護  1  1 
合　　　計  307 （2）  43  55  35  19  459 （2）
（注 1） （　）内の件数は ｢指定の効力の一部または全部停止件数 ｣の別掲。
（注 2） 介護予防サービス（介護予防訪問介護 ､介護予防通所介護は除く）、地域密着型サービス、地域密着型介護予防
サービスについては 2006年 12月現在で取消等件数は報告されていない。
























不正の内容 該当数 不正の内容 該当数
架空・時間や回数の水増しによるサービス提供 79 無資格者によるケアプラン作成 54
無資格者によるサービス提供 39 架空、不適切なケアプランの作成 41




同居家族に対するサービス提供 21 人員基準違反 22
対象外サービスの提供 21 要介護認定調査における無資格者の訪問調査 5
利用者負担の免除 16 ヘルパー事業所からの金銭授受 1
3級ヘルパーによるサービス提供の際の過剰請求 3
ケアマネ事業所に対する金銭供与 1
（注）　2000年 4月分から 2006年 3月分までのものであり、重複該当あり。





















社 　 名 株式会社コムスン COMSN, Inc.（Community Medical Systems and Network）
本社所在地 東京都港区六本木 6-10-1　六本木ヒルズ森タワー 35階 








代 表 者 樋口公一（代表取締役社長） 
資 本 金 141億 4835万円 （2006年 6月末現在）
事 業 所 事業所 2,081拠点：訪問介護 1,268か所、通所介護 98か所、介護タクシー 367台、グループホーム
190か所〔業界最大手〕、有料老人ホーム 30か所など（2007年 6月末現在）
売 上 高 638億円 5,514万円（2006年 6月期）
従業員数 24,019名（2007年 4月末時点）


































2000年  4月 、介護保険制度の施行に合わせてサービス拠点の急拡大（2006年 6月時点で 1,208か所）























































































































































期間は 2008年度から 2011年 12月までとなっている。この間に事業所認可が切れる 7割
以上の事業所は更新申請ができず、順次廃止される見込みであり、事業所数は 2008年に
















MIURI ONLINE、2007年 7月 21日付）
○不正請求が確認されたのが東京、青森、宮城、茨城、栃木、群馬、埼玉、神奈川、長野、兵庫、




べ 1012件、有料老人ホームに 87件の応募があったと発表（asahi.com、2007年 08月 10日付）
○同社の第三者委員会が有料老人ホームとグループホームの譲渡先として介護事業最大手のニチイ
学館を選んだことを受け（asahi.com、2007年 08月 27日付）、施設介護事業をニチイ学館に譲
渡する（譲渡金額は 210億円、譲渡日は 2007年 11月 1日）と発表（グッドウィル・グループ
プレスリリー、2007年 8月 27日付）
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